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令和６年度 第１回北海道医療勤務環境改善支援センター 

運営協議会 議事録 

日時：令和６年（2024 年）６月６日 18:00～ 

  場所：TKP 札幌ビジネスセンター赤レンガ前５階５G 

１． 開会 

【事務局】 

  ただ今から、令和６年度第１回北海道医療勤務環境改善支援センター運営協議会を開催いたし
ます。 
委員の皆様には、大変お忙しい中、本運営協議会にご出席いただきまして、誠にありがとうござ

います。 
  それでは、本日配布しております資料の確認をさせていただきます。本日は資料１から資料３
までご用意させていただいております。 

  それでは、これから議事に入りますが、進行は、運営協議会設置要綱に基づき、会長が進行させ
ていただきます。 

 

【会長】 

開催にあたりまして、一言ご挨拶申し上げます。 

本日は大変お忙しい中、北海道医療勤務環境改善支援センター運営協議会にご出席いただきま

して、ありがとうございます。また、本日お集まりの皆様には、日頃から本道の地域医療の推進

に多大なご協力をいただいておりますことに、この場をお借りしまして重ねてお礼を申し上げま

す。 

  さて、今年度から医師の時間外労働上限規制が適用されたところでございますが、医療機関に

おきましては、上限規制の遵守をはじめ、勤務間インターバルや面接指導等の追加的健康確保措

置の実施など、今後取り組んでいく中で、様々な課題が発生することも想定されます。 

道といたしましては、引き続き、医療勤務環境改善支援センターを中心に、一層、専門的かつ

きめ細やかな支援に務め、医師の働き方改革に適切に対応して参りたいと考えております。 

本日は、令和５年度の活動状況をご報告させていだたきました後、令和６年度の事業計画につ

いて協議をいただき、最後に、今年度の特定労務管理対象機関の指定スケジュールについて情報

提供させていただきます。医療機関における勤務環境の改善が一層進みますよう、各委員の皆様

からご意見をいただき、より実行性のあるものとなればと考えてございますので、本日はどうぞ

よろしくお願いいたします。 

  それでは、お手元にお配りしております会議次第に沿って進めて参ります。 

本日の議事は、報告事項といたしまして、令和５年度北海道医療勤務環境改善支援センター活

動実績について、協議事項といたしまして、令和６年度北海道医療勤務環境改善支援センターの

事業計画について、その他、情報提供といたしまして、令和６年度における特定労務管理対象機

関の指定等についての３件でございます。 

  それでは、「１ 報告事項」について、北海道医療勤務環境改善支援センターから報告いたしま

す。 

 

２.報告事項 

【勤改センター】 

  医療勤務環境改善支援センター事務局長でございます。 
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令和６年度につきましても、関係機関、団体の皆様のご協力、ご指導いただきながら業務を進

め参りたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  それでは早速ですが、令和５年度の実績につきまして、簡潔にご報告をさせていただきたいと

思います。事務局からご報告をさせていただきます。 

 

【勤改センター】 

それでは、活動実績についてご報告させていただきます。資料１をご覧ください。 

前回、今年の２月にこの運営協議会が開催されましたけれども、その際、４月から 12 月末ま

での活動実績についてご報告させていただきましたが、３月末までの実績ということで一部内容

を更新させていただいております。前回の会議でご報告した実績から変わっていない箇所もござ

いますので、それらについては割愛しながらご報告を進めていきたいと思います。 

では、まず１ページ目の「ア 医療機関への勤務環境改善支援」についてです。センターの支

援スキームは変わっておりませんが、今回新たに委員になられた先生もいらっしゃいますので、

簡単にご説明いたします。 

センターでは５つの支援スキームで個別支援業務を行っております。１つ目は、特別支援で

す。支援がより効果的に行われるよう、特定の医療機関に対し、毎月１回程度訪問し、年間を通

じて支援を行います。勤改センターによる支援を希望しており、解決すべき課題があって、かつ

取り組む意欲のあるもので、勤改センターの支援による改善向上が期待できる医療機関を対象と

したものになります。 

２つ目以降は、これまでも行ってきたスキームですけれども、医療機関全体で勤務環境改善に

取り組む意思のある医療機関を対象とした全体支援、それから、一部の部門や個別の課題をター

ゲットにして、勤務環境改善の取組をスタートさせる医療機関を対象とした部門支援、それか

ら、具体的な取組が決まっていない医療機関に出向き、課題を整理のうえ、勤務環境改善計画の

策定を後押しする導入研修、そして、センターの支援を受けて、ある程度自主的に運用ができる

ようになった医療機関に対し、院内のフィードバックの方法や、取組推進に係る課題に対するア

ドバイスを行うフォローアップという、全部で５つのスキームで支援を行っております。 

では、「（ア）個別支援業務」についてです。「（１）支援実施医療機関」ですが、令和５年度に

センターが支援を実施した医療機関は、全部で 406 機関でした。個別支援を実施した 165 医療機

関のうち、特別支援は６機関、部門支援が 149 機関、導入研修が 10 機関となっております。 

後ほど（イ）と（ウ）でご説明いたしますけれども、「（イ）相談対応業務」は 327 機関、

「（ウ）利用勧奨業務」については 155 機関となっております。 

では、次の２ページ目をご覧ください。次に「（２）支援スキーム別の支援回数及びアドバイ

ザー活動延べ人数」です。「１）支援回数」ですが、個別支援業務では、部門支援が令和４年度

に比べて増えております。これは宿日直許可に関する支援が増えたことが要因となっています。 

その下の「２）アドバイザーの活動延べ人数」の表ですけれども、「（ア）個別支援業務」の延

べ人数が 381 人、「（イ）相談対応業務」の延べ人数が 1,709 人、「（ウ）利用勧奨業務」の延べ人

数が 157 人となっています。表の横の方に、医業経営アドバイザーと医療労務管理アドバイザー

ということで、役割別にまとめておりますけれども、医業経営アドバイザーに比べて医療労務管

理アドバイザーの活動人数の方が多くなっております。これは昨年度も医師の働き方改革への対

応がメインになっておりまして、社会保険労務士の資格を持つ医療労務管理アドバイザーの活動

が多くなっていたためです。 

次の３ページ目、「（３）二次医療圏別支援活動の状況」ですが、表の見方をご説明しますと、

「（ア）個別支援業務」、（「イ）相談対応」、「（ウ）利用勧奨」という風になっておりますけれど

も、それぞれに対して支援を行った医療機関数を入れていますので、（ア）と（イ）と（ウ）は

重複している医療機関がございます。 

例えば、一番下の No.13 の上川北部というところを見ていただきたいのですけれども、特別支

援が１機関、部門支援が２機関、相談対応が６機関という風になっております。特別支援の１機
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関と部門支援の２機関というのが、相談対応の６機関と重複しているという意味になっていま

す。二次医療圏域別で最も多く支援を行ったのが、No.４の札幌圏域で 160 医療機関となってお

ります。 

次いで No.12 の上川中部が 32 機関、次の４ページ目をご覧いただいて、No.17 北網が 23機

関、４番目に多かったのが 3ページ目に戻って、No.１南渡島の 22 機関となっています。 

全体を通して見てみますと、21 圏域全てに対して何らかの支援を実施しているところでござい

ます。 

では、続きまして、５ページ目をご覧ください。「（イ）相談対応業務」についてです。「（１）

相談対応回数」の表をご覧いただきたいのですが、表の右下に相談件数の合計回数が出ておりま

すが、相談件数の総計は、令和５年度は 1,701 件でした。令和４年度と比べて約 1.7 倍の相談件

数になっております。 

次の６ページ目をご覧いただきますと、主な相談内容を記載してございます。医師の働き方改

革に関する相談が 1,611 件で最も多く、次いで個別支援に関する相談が 47 件となっています。

相談内容の内訳については、件数の多いものから上から順に記載しておりますが、医師の働き方

改革に関する相談の中で特に多かったのが、宿日直許可申請関連の内容で、1,611 件中 1,145 件

ということで、７割近くが宿日直許可関連の相談でした。 

では続きまして、７ページをご覧ください。「（ウ）利用勧奨業務」についてです。こちらにつ

いては、前回の会議でご報告した内容から変更はございません。細かな説明は割愛いたしますけ

れども、７ページにありますとおり、長時間労働の医師がいる可能性がある医療機関など、８つ

の要件に該当する医療機関を抽出して、利用勧奨を実施しました。 

次の８ページ目以降に詳細を記載しておりますが、利用勧奨の対象になった医療機関は、160

件ございました。そのうち 155 件とコンタクトが取れまして、うち個別支援を希望した 14件の

機関については、個別支援を実施したところでございます。 

次に 10 ページ目をご覧ください。「イ 北海道の医療機関における医師の働き方改革に向けた

基礎調査」ということなんですけれども、前回の会議でご報告した内容から変更ございませんの

で、今回こちらの説明は割愛させていただきます。 

では 16 ページまで飛んでいただけますでしょうか。「ウ 北海道の病院における医師の働き方

改革進捗状況確認（電話による状況確認）」についてです。こちらも前回ご説明しております

が、一部内容を追加しております。概要を簡単にご説明しますと、医師の働き方改革に関するア

ンケート調査と北海道が実施した準備状況調査に未回答だった医療機関や、宿日直許可を取得し

ていない医療機関に対し、電話で状況確認を行いました。 

「（ア）勤改センターが把握した宿日直許可取得状況」ですが、今回は昨年度の報告というこ

とではあるんですけれども、現在も電話による状況確認は続けておりますので、５月 20 日現在

の最新の状況で載せさせていただいております。休止や診療所への転換を除く、北海道内の全

533 病院の状況になっています。まず、アの表を見ていただきたいのですけれども、許可取得済

みが 450 件となっています。それから、許可が取れていない病院のうち、申請中で結果待ちが 11

件、準備中でセンターが支援をしているところが６件、準備中で自力で準備をしているところが

７件、ここまでは申請の目処が立っているので、大きな問題はないかと思います。 

その下の、許可基準を満たせないので申請できない２件、宿直免除やオンコールなどで対応し

ているので申請不要という 47 件、これらについても支援は不要かと思われます。少々問題なの

が、現時点で手つかずという５件と、連絡がつかない 5件です。センターでも定期的に連絡は入

れていくつもりですが、連絡がつかない５件については、取り次ぎをしていただけないため、状

況の把握は困難かもしれません。 

ただ、宿日直許可が必要で、なおかつ許可基準を満たす病院については、ほとんどが取得済

み、もしくは対応済みという状況になってきています。 

この１年、非常に忙しい状況が続いたのですけれども、センターとしては取りこぼされる病院

がないようにということを念頭に置いて１年間活動をしてきましたので、一定の役割は果たせた

のではないかという風に考えております。 
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では、続きまして 17 ページです。「エ 特定労務管理対象機関の指定に係る支援」です。こち

らも前回の会議でご報告いたしましたが、進捗がございましたので、最新の情報で記載しており

ます。No.no 番号のところが網掛けになっている病院が、進捗のあったところになります。 

まず、No.１南渡島のＡ病院については、５月に評価を取得しましたので、６月末締め切りの

第２回の道指定申請に指定をしているところです。No.８札幌の H病院につきましては、３月に

評価センターの評価を取得していましたので、今年度の４月末締め切り、第１回の指定申請をし

ております。No.12、No.13 の L と M の病院につきましても、昨年度の第３回、第４回の締め切り

に間に合いましたので、既に指定済みとなっております。 

No.14 宗谷の N病院、No.20 釧路の T病院については、４月末締め切り、今年度の第１回目で

指定申請をしております。ということで、こちらに記載されている医療機関については、全て指

定済みもしくは指定待ちの状況となっております。 

では、続きまして 18 ページです。「オ 研修会セミナーの開催状況」です。こちらも前回の報

告とほとんど変わっていないのですが、一部追加しておりますので、そこだけご説明したいと思

います。 

20 ページをご覧いただけますでしょうか。（３）医師の働き方改革への対応セミナー（北海道

医師会が主催）というものですけれども、勤改センターは共催という形で２月３日に実施してお

ります。元厚生労働事務次官にご講演いただきまして、働き方改革における適切な労務管理、そ

れから 36協定の締結と届出について、北海道労働局や社会保険労務士の方から説明を行いまし

た。次に、下の（４）医療機関における「医師の働き方改革」実践事例報告セミナーについて

は、２月 10 日に実施をしております。 

医師の働き方改革の視点から、2023 年度の取組として、宿日直許可の取得や評価センターの受

審から北海道への指定申請までという取組事例ということで、名寄市立総合病院の和泉先生にご

登壇いただきました。また、もうひと方、2024 年度以降の労働時間短縮に係る取組に向けて、AI

や RPA などを使った取組事例ということで、旭川赤十字病院の先生にご登壇いただきました。参

加者の方からも、大変参考になったというお声をいただいております。次の 21 ページの「（イ）

関係団体との連携研修」は、前回の報告から変わっておりませんので割愛させていただきます。

令和５年度の北海道医療勤務環境改善支援センターの活動報告については以上になります。 

 

【会長】 

ただいまの報告事項につきまして、ご質問やご意見がございましたら、挙手にてお知らせ願い

ます。Web で参加いただいている委員の方々は、ミュートを解除していただきますようお願い申

し上げます。何かございますでしょうか。 

 

【委員】 

  皆さん、お疲れ様です。 

  令和５年度の活動実績を拝見させていただきましたが、６ページに主な相談内容が記載されて

いますが、医師の働き方改革に関する相談が 94％、７割近いということですが、３.労務管理に

関する相談について、連合に対して相談される方は看護師さん等々、医療従事者を含めて、労働

相談の中で一番多いのが医療・介護となっております。 

当然、ハラスメント問題が一番多いのですが、解決に導くよう労働相談を行っていますが、勤

改センターへの相談は事業者からの相談と、そこに勤める職員との乖離があると思います。令和

５年度の活動実績についても、今年４月から医師の働き方改革は極めて重要な取組ではあります

が、私どもも看護職場の意見交換会をこれまで７回開催しており、かなり看護職員含めて疲弊し

ている状況にあります。今後、各病院に対して実態調査を行って、特に看護師の３年以内の離職

率が増えていますので、勤務環境の改善を取り組んでいただきたいと思っていますので、令和６

年度の取り組みも医師中心で医療スタッフの取り組みが入っていないと思いますので、６ページ

の労務管理の相談も含めて、ここの相談は誰からの相談が多いのか教えていただきたいと思って
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おります。 

 

【勤改センター】 

  電話、メール等での相談を私ども常勤の労務アドバイザーで受けることが圧倒的に多いのです

けれども、今ご質問のあった相談いただく方の内訳ですが、圧倒的に事業主、病院の方が多いで

す。稀に、労働者の方からも電話がかかってくること、メールが来ることがありますが、肌感覚

ですが、98％から 99％は事業主です。 

事業主の中でも、「勤めている職員からこう聞かれたのだが、どうだろうか」というのも事業

主として数字を計上していますので、それは労働者的な要素も入っているのかと思いますけれど

も、圧倒的に事業主からが多いです。 

労働者の方の場合は、匿名でのご相談、職場の環境とか労働条件のこととかが少し入ってきて

いるかと思います。ただ、４月に法施行されてからは、私の心象ではありますが、３月までは、

制度にどう対応していくかという事業主さんからの相談が多かったのですけれども、４月に法律

が施行されてからは、ドクターから「自分の働き方についてこういった質問を受けたけれども、

どうしたらよいか」とか、看護師からはまだそんなにないですが、労働者の方から個別に聞かれ

てということで、事業主、病院からかかっているというケースは４月以降増えてきているという

印象があります。やはり働いておられる方も、法律、自分の働き方に対する意識は高まっていま

すし、そういったことに対して、病院にお問い合わせされるケースも少しずつ増えてきている感

じがしています。 

 

【勤改センター】 

  補足ですが、元々、医療勤務環境改善支援センターの個別支援というのは、現在もそうです

が、基本的にはドクターというよりも、むしろ看護部であったり薬剤部であったりと、部門の業

務改善、勤務環境改善の主体的な取組をやりたいという看護部長であったり、病院の経営者の方

からのご相談があり、そういったものに答えていまして、基本的にそこに医療労務と医業経営ア

ドバイザーという二系統でやっていますが、医業経営アドバイザーの方に実際に現場に入ってい

ただいて、一緒に業務改善のチームを作っていただいて、そこに支援していくといったことは、

勤務環境改善支援センターの支援というのが本題でございますので、各医療機関からのお問い合

わせに応じまして、個別に支援をしているということでございます。 

 

【委員】 

  大変ありがとうございます。勤改センターに以前在籍していた女性の方に、４月 26 日に看護

師職場の意見交換会にお越しいただいて、タスクシフト・シェアに関わって、上司から部下に仕

事を投げるのではなく、育てつつ渡していくという方法についての講演を頂き、グループワーク

を行ったり、全道から集まって研修を行ったりしています。 

地域から医師が居なくなれば、地域の医療が崩壊しますので、医師の働き方改革を第一に掲げ

つつ、そこに関わる医療従事者の働き方改革についても、事前に拝見させていただいた内容で

は、そういったものが見当たらなかったので、それで本当にいいのかという思いがございました

ので、再度発言をさせていただきました。答弁はいらないです。 

 

【会長】 

  ありがとうございます。他にございますでしょうか。最後の方でも全体を通して何かあればと

いうことでお尋ねいたしますので、次に進みたいと思います。 

  続きまして、「２ 協議事項」につきまして、支援センターから説明いたします。 
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３.協議事項 

【勤改センター】 

  資料２ 勤改センターの令和６年度事業計画について、ご説明して参ります。 

  １ページ目、勤改センターの目的についてですが、２つ書かせていただいておりますが、基本

的にはこれまで通りです。道内の医療機関が、自主的・自立的に勤務環境改善にかかる取組を進

められるよう支援を行うことと、医療機関の勤務環境改善により、医療機関の経営の改善・安定

化と医師をはじめとする医療人材の定着・確保を図り、地域医療の継続を後押しします。 

  次に二つ目、勤改センターの活動方針で、全部で六つございます。 

  一つ目は、医療機関からの求めに応じた相談支援の実施です。訪問による支援を基本とし、医

療機関の課題を整理し、適切な支援メニューで医療機関の取組を支援します。また、国や北海道

との情報共有、アドバイザーの資質向上など、相談支援体制を充実・強化していきます。 

  二つ目は、医療機関勤務環境評価センターによる評価受審、医師労働時間短縮計画案の策定、

宿日直許可取得に向けた支援の強化です。令和６年度６月の診療報酬改定で、ICU の特定集中治

療室管理料の施設基準が変更になります。新しい施設基準では、管理料１・２及び管理料３・４

については、「ICU の専任医師は宿日直を行う医師ではない」という文言が追加されました。 

もし、宿日直の医師を ICU に配置したい場合は、新設される管理料５・６という基準になり、

診療報酬が下がることになります。こういった診療報酬の関係で、高い加算の管理料１・２を採

っている医療機関は、夜間や休日・休診日の対応を、宿日直許可ではなく、通常労働とするケー

スが出てくると想定しています。 

そうなると、年 960 時間超となる医師が出てくる可能性が高くなり、令和６年度に、新たに特

例水準の指定を受けなければならない医療機関が出てくると想定しています。既に時間外労働の

上限規制はスタートしていますので、960 時間超となる前に、評価センターの受審及び北海道へ

の指定申請を終わらせて、新しく 36 協定を締結し直さなければなりません。令和５年度に指定

を受けた医療機関よりも、もっと短い準備期間で進めていかなければならないということになり

ます。こういった医療機関を早く把握して、速やかに指定申請ができるように支援をして参りま

す。 

  三つ目は、北海道内の医療機関における取組・進捗状況の把握と課題整理です。昨年度まで、

医師の働き方改革の対応状況の把握とともに、国の準備状況調査の項目なども参考にしながら、

令和６年度以降の特例水準の指定の予定、派遣医の引き上げなどについても把握できるようなア

ンケート調査にしたいと考えております。 

また、医療機関の抱えているニーズなども把握したいと思っておりますので、そのような設問

も設けて、それらのニーズに合わせた支援ができるようにしていきたいと思っています。 

  では、２ページ目をご覧ください。四つ目が、医業経営アドバイザー、医療労務管理アドバイ

ザーのさらなる資質向上ということで、これまでも不定期で勉強会を実施してきましたが、令和

６年度もそれぞれの知見を共有する勉強会を実施しまして、お互いのアドバイザーのさらなる資

質向上に努めていきます。 

  五つ目は、医療勤務環境改善支援センターの活動周知です。個別に医療機関を訪問する機会を

設けて、より積極的な周知・利用勧奨に努めて参ります。 

  六つ目は、国や北海道との積極的な情報交換です。偏在による人材不足など医療機関単独の取

組や、センターの支援では解決しがたい課題があります。支援を通じて把握した情報や課題につ

いては、国や北海道と共有し、地域全体の課題解決に向けた取組に繋がるように進めて参りま

す。 

  次に 3ページ目です。ここからが、業務の実施方法になります。 

  まず一つ目、自主的・自立的に勤務環境改善に取り組む医療機関の支援ということで、業務項

目が全部で八つございます。かなり多いので、所々端折りながらになりますが、順番にご説明し

て参ります。 
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  まず、「１ 自主的・自立的に勤務環境改善に取り組む医療機関の支援」として、一つ目が、勤

務環境改善に関する医療機関からの相談対応になります。これまで同様、電話やメール、来訪、

訪問などにより医療機関の相談対応を行っていきます。「ウ 常勤アドバイザーの配置」にありま

すとおり、令和４年度から常勤アドバイザーを１名から２名に増員しました。 

令和５年度は、さらに 0.5 人の増員をしております。今年度も現行の体制を維持しまして、セ

ンターの機能充実に努めて参ります。その他、登録アドバイザーとして、エにありますが、医業

経営アドバイザー・医療労務管理アドバイザーを合わせて 25 名程度を委嘱により確保いたしま

す。次に４ページ目です。オ 医療専門職などの外部専門家の活用ということで、看護協会や医

師事務作業補助者、産業カウンセラーなど外部の専門家を活用していきたいと思っています。カ 

定期的なアドバイザー研修会の実施ということで、継続的にアドバイザーの資質向上に努めて参

ります。 

次に５ページ目です。（２）実務者連絡会議の設置です。センターの円滑な運営のため、北海

道、北海道労働局、道医師会、道看護協会など、運営関係機関による実務者連絡会議を設置し、

定期的な運営状況の報告・確認と情報交換を行います。実務者連絡会議は、原則１ヶ月に１回の

開催とします。また、必要に応じて、その他関係機関・団体にも参加いただき、より実効性のあ

る検討・議論の場として参ります。 

続きまして、６ページ目です。（３）医療勤務環境改善計画策定支援及び策定後の支援です。

センターでは、「ア 基本的な労務管理等に関する相談対応」、「イ 勤務環境改善に向けた個別支

援」、「ウ 医療機関勤務環境改善に向けた各種研修の企画・運営」という３類型で実施していき

ます。「ア 基本的な労務管理等に関する相談対応」では、医師労働時間短縮計画案の作成や、評

価センターによる第三者評価の受審、宿日直許可申請に関わる相談内容など、幅広く相談支援を

実施します。「イ 勤務環境改善に向けた個別支援」では、アドバイザーによる医療機関へのヒア

リングから各種調査などを経て、現状・課題を分析し、整理された課題に基づき、目標・成果・

効果などを明示した支援プランを作成の上、具体的な支援を行います。支援スキームは、図表２

のとおりです。医療機関全体にわたる総合的な取組の支援と、医療機関の一部の部門や個別の課

題における取組の支援を想定しております。 

７ページに個別支援のプロセスが載っております。図表３のとおりですが、支援の方法や手順

がその下の図表４にありますように、ヒアリングを行って、課題の把握と整理・分析、課題認識

と解決策検討の場のファシリテート、労働関連法制度に関するアドバイスなどを行って参りま

す。 

次、８ページ目です。真ん中あたりに枠で囲ってありますが、支援については、職員満足度調

査やタイムスタディ、業務の見直し・棚卸といったいくつかのツールを用いて、支援に活かして

いきたいと思っています。その下の、「ウ 医療機関勤務環境改善に向けた各種研修の企画・運

営」では、センターの活動内容の周知を兼ねることを必須としまして、医療機関との意見交換を

行う中で課題を把握することに努め、個別支援に繋げていきたいと思っています。 

では９ページ目、（４）医療機関における勤務環境改善に係る実態把握と先行事例などの情報

提供です。 

まず、ア 道内医療機関を対象としたアンケート調査の実施として、勤務環境改善に係る取組

の現状把握・課題整理を目的として、道内の医療機関を対象としたアンケート調査を実施しま

す。調査対象は、病院と有床診療所で合計 849 カ所を予定しております。 

調査方法は、郵送調査を継続としますが、一部の医療機関については、調査票を回収に伺う留

め置き調査方式で実施したいと考えております。留め置き調査にする対象は、これまでセンター

を利用していない医療機関のほか、特例水準の指定を受けた医療機関など、センターが支援をし

た方が良いと考えられるところを選定する予定です。選定された医療機関に対しては、このアン

ケート調査をきっかけに訪問させていただいて、必要な助言を行うとともにセンターの利用に繋

げていきたいと考えています。 

調査時期なんですけれども、道庁と調整のうえ６月以降に実施する予定です。主な調査項目は

記載のとおりですが、労務管理の状況や特例水準、36 協定や研鑽といった働き方改革に関する設



 

8 

 

問のほか、働き方改革を進めるにあたって、医療機関が抱える課題についての設問を設けて、支

援ニーズの把握と回答を基に、アウトリーチ型の支援に繋げていきたいと考えています。 

次の、イ 働き方改革における好事例・先行事例に関する情報収集です。令和６年度以降は、

医師の労働時間短縮に向けた取組が本格化していくことになります。それに向けて、道内・道外

問わず、タスクシフト、ＡＩの活用、業務内容や勤務体制の見直しなど、様々な取組で効果を上

げている事例について、厚生労働省、都道府県勤改センター、北海道、センターの医業経営アド

バイザーなどから情報収集し、今後の支援活動に役立てたいと考えています。 

続きまして、10ページです。（５）モデル医療機関の選定と支援です。センターによる支援プ

ロセスと、医療機関における自主的な取組の具体的な内容、取組によりもたらされた成果・効果

をわかりやすく整理し、道内の医療機関の取組の参考となるモデルとして、モデル医療機関を選

定します。これまでの支援実績などを踏まえて、３カ所程度選定する予定です。モデル医療機関

については、２ヶ月に１回程度、訪問による支援を基本とし、より細やかな支援を実施します。

選定の要件や方法などについては記載のとおりです。 

では続きまして、11 ページ「（６）医療勤務環境改善マネジメントシステムやシステム導入の

手引きの活用等に関する研修・フォーラム等の実施」についてです。まず、ア 医療機関におけ

る働き方改革の具体的な取組事例報告セミナーの開催についてです。医療機関が参考にできる勤

務環境改善に係る具体的な取組事例を紹介するセミナーを開催いたします。紹介する事例は、原

則、勤改センターが関わっている医療機関、それから道内外で先行的な取組を行っている医療機

関などとする予定です。センターによる具体的な支援の内容についても紹介することで、センタ

ーの活用促進につなげたいと考えています。開催場所・開催時期などは図表５のとおりで、例年

とおり来年２月から３月頃に実施する予定です。イの関係機関・団体等の連携による研修・セミ

ナーの企画・開催については、北海道医師会、北海道看護協会などの関連団体と、定期的な意見

交換により、情報交換、課題の共有を行って、各会との連携による研修会・セミナーを企画・開

催していきます。 

続きまして、12ページです。「（７）医療機関における勤務環境改善の重要性や医療勤務環境改

善支援センターを周知する普及啓発」についてです。ア アンケート調査へのパンフレット同封

によるセンターの活動周知・利用勧奨の実施や、イ 各種研修などを通じての周知活動などを行

っていきます。研修では、センターの活動や支援事例を紹介する場面を設けて、具体的な成果や

課題についてわかりやすく伝えて、支援を受けた場合のイメージを持ちやすくするなど工夫をし

て参ります。 

「（８）地域における医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度に係る医師等勤務時間

短縮計画策定業務」です。特別償却制度を利用する場合は、センターの助言の下に作成した医師

等勤務時間短縮計画に基づき取得したものであることが要件とされていますので、医療機関の求

めに応じて、医師等勤務時間短縮計画の策定に係る助言を行い、課題解決に資する器具・備品で

あることなどを確認いたします。 

13 ページです。今度は大きく二つ目の業務項目になりますけれども、2 医師の時間外労働の上

限規制に対応した支援ということで、これは全部で七つございます。 

まず、（１）特定労務管理対象機関の指定を受ける医療機関の労働時間短縮計画策定に向けた

支援及び策定後の支援です。先ほど申し上げたように、ＩＣＵの診療報酬加算の関係で、新たに

特例水準の指定を受ける医療機関が出てきますので、そういった医療機関への支援と、昨年の段

階ではＡ水準に収まる見込みだったものの、あるいは６年度が始まってみたら実際は 960 時間を

超える可能性があるといった医療機関に対しての支援を想定しています。昨年度も指定予定の 20

医療機関のうち、13 医療機関への支援を行いましたので、これらのノウハウを活かして支援をし

てまいりたいと思います。 

「（２）宿日直許可の取得が必要な医療機関への支援」です。多くの医療機関は令和５年度中

に許可を取得していますので、昨年度のような支援件数にはならないと思いますが、まだいくら

か許可が必要にも関わらず、取得できていない医療機関が残っています。アンケート調査や利用

勧奨で最新の状況を把握し、必要な宿日直許可が未取得である医療機関に対しては、積極的なア
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ウトリーチを行っていきます。 

「（３）医療機関勤務環境評価センターの評価に係る事前相談及び評価後の改善支援」です。

今年度も引き続き、評価受審に向けた準備や体制整備等の支援を行います。事前相談への対応

や、評価センターへの照会、評価保留となった医療機関への改善に係る助言などを実施し、指定

が必要な全ての医療機関が年度内に指定が受けられるよう支援をしていきます。 

では、次 14 ページをご覧ください。「（４）医師の働き方改革に関する全道セミナーの開催」

です。昨年度も実施しましたが、今年度も同様の内容、同様の規模で実施したいと考えておりま

す。セミナーのテーマは、全ての医療機関に共通する事項として、改正労基法などの内容を含む

労働時間に関する法制度、36 協定、宿日直許可、自己研鑽の取り扱い、面接指導体制について、

特例水準の指定が必要な医療機関には指定までのスケジュールについて周知する予定です。開催

場所・開催回数などは記載のとおりですが、札幌・旭川・釧路など、道内 13 カ所全 14回開催い

たします。また、会場には相談ブースを設置しまして、その場で相談支援を行う予定です。 

では、続きまして 16 ページをご覧ください。「（５）特定労務管理対象機関における医師の労

働時間短縮の取組の支援」です。昨年度、特例水準の指定を受けた医療機関においては、北海道

へ提出した医師労働時間短縮計画に基づいて計画を進め、PDCA サイクルをまわして、年に一度計

画を見直し、必要に応じて計画を変更して、北海道へ届出することが求められています。これら

の医療機関が適切に計画を進め、成果と課題の把握、そして次年度に向けた見直しまでできるよ

うに支援をしていきます。 

「（６）時間外労働上限規制適用後の医療機関の取組における様々な課題に対応した支援」で

す。特定労務管理対象機関以外の医療機関についても、長時間労働の医師が居る場合、時短計画

の作成や計画に基づく取組などを、推進を通じて、労働時間の短縮に向けた取組を支援していき

ます。 

「（７）医療法に基づく立ち入り検査で指定を受けた医療機関における改善に向けた取組の支

援」です。保健所が医療機関に対して行う立ち入り検査において、全医療機関を対象に、医師の

時間外・休日労働時間に応じた適切な追加的健康確保措置の履行について、確認が行われること

になっています。立ち入り検査で面接指導や就業上の措置、勤務間インターバルや代償休息の確

保など、改善の必要があると認められた医療機関に対し、改善の方法に対する助言を行います。 

17 ページについては、今までご説明してきましたそれぞれの業務項目について、対応するスケ

ジュールになっております。事業計画に関する説明は以上です。 

 

【会長】 

  先程来、ご意見等もいただいておりますが、勤務環境改善支援センターが発足した当初は、ス

タッフの勤務環境改善のために、医療機関自ら取り組むことを支援するといった形でスタートし

てきておりまして、そこは従来と変わらないと思いますけれども、やはり令和６年度につきまし

ては、医師の働き方改革ということで手続き的なところも多ございますので、事業計画上も項目

がそちらの方に集中しているというようなところもございますけれども、ただいまの説明事項に

つきまして、ご質問・ご意見ございましたらお願いいたします。 

 

 

【委員】 

  資料２ Ⅱ センターの活動方針の２で、宿日直許可取得に向けた支援の強化とあわせて、特例

水準の医療機関の話をされたと思いますが、現在、何機関が特例水準の機関に指定されているの

か、教えていただきたいことが１点です。 

  ２点目は、７ページの②個別支援のプロセス-図表４「センターによる標準的な支援の方法と

手順」ということで、④で労働関係の法制度に関するアドバイスを含めて記載してあります。 

今回、外来在宅ベースアップ評価料１・２、そして入院ベースアップ評価料の改善があって、

さらに 2024 年度 2.5％分ということで、６月から実施できるという話になっています。厚生局の
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方に届出していくという手続きの流れですけれども、現在、何機関から申請があるのか伺いたい

と思います。若手の医師も含めてこの部分は関わっていくことになると思うんですけれども、医

師の確保、さらには医療従事者の確保という観点で言いますと、2.5 プラス外来在宅ベースアッ

プ評価料程度でいくと、昨日、連合の第６回目の今年の春闘の結果が出ております。中小企業も

含めて５％には届いておりませんけども、道内でも 4.6％程度の賃上げを勝ち取っている企業が

多くございますので、医療職場の人だけ置いてきぼりにされないためにも、医師を中心に取り組

むのは当然必要であると思いますが、是非、医療従事者の処遇の改善という観点も含めて考えて

いただきたいと思います。 

加えて、９ページの（４）アに、道内医療機関を対象としたアンケート調査の実施を６月以降

に、主な調査項目ということで５点記載してあると思います。アウトリーチ支援に繋げていきた

いということで、特に働き方改革に関する課題、医師・医療従事者含めてです。連合北海道でも

地域福祉・社会保障研究会の医療部会を開催して、特に医師の働き方改革に伴って、タスクシフ

ト・シェアに関わって、勤務時間前の前超勤の状況がどうなっているのか、さらには勤務時間管

理の方法がどうなっているかについて意見交換をしてきました。 

厚生労働省のガイドラインでは、前超勤については、当然、時間外勤務手当の対象として考え

るべきであると言っているにも関わらず、多くの病院で前超勤は時間外勤務手当の対象となって

いません。特に若い人においては情報収集が極めて重要であるということで、１時間前から着替

え時間も含めて出勤しており、ここを何とか考えていかなければならないということが明らかに

なりました。 

あわせて、北海道として今後考えていただきたいのですけれども、やはり医療ＤＸによる医療

従事者の働き方改革について、奈良県がＮＴＴコミュニケーションズと連携して、電子カルテへ

の音声入力とか、病院内の位置情報を把握できる携帯型ビーコンを対応して、位置情報に基づく

勤務実態の動線を把握・分析を行ったことによって、時間外勤務を５％から 20％削減をされたと

いうことが紹介されています。札幌市内のある病院でもこれを導入したことによって、40代から

50 代の看護師は、１時間くらい早く帰れるようになったという事例がある一方で、これも札幌市

内の大きな病院ですが、スマートフォンを導入したけれども、ナースコールやナーシングスキ

ル、チャット機能程度しかなっていないという報告もありますので、ぜひとも奈良県の好事例を

参考に北海道としても今後、離職防止の観点も含めて、医師・医療従事者の働き方改革として、

医療ＤＸについても前向きに検討していく必要があると考えておりますので、申し上げておきた

いと思います。 

 

 

【会長】 

  ありがとうございます。指定状況等は、今お答えするという形でよろしいですか。 

 

【事務局】 

  指定状況につきましては、この後資料を用意しておりますので、後ほど説明させていただきま

す。 

 

【会長】 

  厚生局さんの方で、先ほどのご質問の中でお答えできる部分はございますか。 

 

【オブザーバー】 

  我々、医事課なので、医療課が担当しておりますので、医事課の方からお答えできることは特

にございません。 
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【会長】 

  後で何かいただけたりということは可能でしょうか。 

 

【委員】 

すみません。現在、どれくらいの事業所・病院から申請が５割ぐらい挙がってきているのか、

２割くらいとか、病院名とかは必要ありませんが、どれくらいの病院から申請があがっているの

か、道経由で構いませんので、後ほど教えていただきたいと思っています。  

 

【会長】 

  厚生局さん、よろしいでしょうか。後でこちらの方から確認したいと思います。 

  その他、ございますか。お願いいたします。 

 

【委員】 

  おそらく的外れな意見といいますか、気になるところがあったのですけれども、事業計画のお

話の中で、960 で抑えていたところが年度の途中で特例水準に変わる可能性があるでしょうと。

実際にそういう動きはあるのだろうと思います。 

その中で、36 協定を出し直してというご発言があったのですけれども、36 協定を年度の途中

で出し直したときに、そう簡単に上書きができるのかという思いがありまして、今まで出したも

のが途中で出し直して上書きできるのかなというところの認識が、おそらく常勤の労務アドバイ

ザーもそれぞれ認識が違うと思うのです。 

これから活動していく中で、20 数名の労務アドバイザーに委嘱して、彼らがそれぞれ色んな医

療機関に赴いて、色んなお話をして、それで、違う話をする可能性はないのかという思いがあり

まして。事前にそういうところの共通認識を持ったうえで活動された方が良いのかなと。 

上書きって、私の認識違いかもしれませんが、難しいという認識があるものですから、今日は

監督課さんもいらっしゃいますし、今回答くださいという話ではないのですけれども、それぞれ

同じ認識の下でアドバイザーさんの活動をされた方が良いのではないかと思いました。以上で

す。 

 

【勤改センター】 

  ご意見ありがとうございます。36 協定の締結のし直しということですけれども、通常あまりそ

ういったケースがないのだと思うんですけれども、昨年度もそうだったのですが、途中で 36 協

定を締結し直すと、上限をあげて締結し直すといったことをされた医療機関も実際何件かござい

ます。 

今年度もそうせざるを得ないところも出てくると思いますので、手続き的にそれができないと

いうことではないのは昨年度もやっているので大丈夫なのですが、いただいたご意見のように、

登録の労務管理アドバイザーさんがどういった認識を持ってらっしゃるのかというところは、相

談対応にあたる前に、こちらの方で調整をして伝えてから対応をしていきたいと思います。 

 

【委員】 

  手続きができないことはないということは重々承知しているのですけれども、前に出した 36

協定は、ここで話す内容でないかもしれないですけど、チャラにはならないですよというのが私

の認識ですから、要は期間の被ったところは両方管理していかなければならないというのが私た

ちの認識なもので、その辺の共通の認識を持って望んでいただきたい。 

実際、そのあたりのところがどうなのか、もし支障がないのであれば監督課にも聞いてみたい
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と思っています。この場で議論してくださいという話ではないですけれども。 

 

【会長】 

  監督課さんの方で何かコメントございますか。 

 

【オブザーバー】 

  詳しくは、個別の事案についてはできれば事前に監督課の方にご相談いただきたいのですけれ

ども、先ほど先生が仰っていたように、手続きとしては 36協定を結び直すということは可能で

すけれども、労働時間の考え方の中で、個人の中で、36 協定を結び直したからリセットされて再

計算ということには必ずしもならなくて、通算して考えなければいけない部分があるということ

をたぶん先生の方で仰っているのだと思います。 

そういう意味では、手続き面と管理面では違う部分があるという考え方だとこちらでは承って

おりますけれども、その通りでよろしいかと思います。 

 

 

【会長】 

  あと先ほど、ご質問ありましたが、それについてはどうでしょうか。 

 

【オブザーバー】 

  そのような調査結果が出ているということは承りました。今後の調査等の参考にさせていただ

きたいと考えております。 

 

【会長】 

  ありがとうございます。 

医療ＤＸ等の関係につきましては、３月に医療計画を定めておりますけども、そこの中で情報

共有ですとか、あるいは遠隔医療というところについても触れてございますので、他県もそうで

すし、道内でも事例等がございますので、そういうものも踏まえながら進んでいけるようにとい

うことで検討して参りたいと考えています。 

ただ、例えばオンライン診療ということにつきまして、全ての分野で、全てオンラインでやる

のが良いのかどうかというところの議論もありますので、必要なところに必要なものというよう

なところかと思いますので、そうしたところも踏まえて検討していきたいと考えています。 

他ございませんか。 

 

【委員】 

  昨年度は勤改センターの皆さん、550 医療機関のうち残るところが５医療機関という、99％の

医療機関にしっかりとアプローチしていただいて、取りこぼしのないようにというので実行して

いただいて、本当に感謝申し上げたいと思います。 

また、今年度の事業計画の中で、１ページ目の活動方針の 2番、３番ですね。今お話にも出て

いましたように、これからＢ水準等とるようにしなければいけなくなるような医療機関がやはり

結構出てくるのではないかと思われますので、支援をお願いしたいということは、北海道医師会

の中でも考えていたところでございました。 

それから、このような働き方改革の動きが出てきたけれども、それで何か困ったことが生じて

いないのか、先ほどご指摘があったように、医師以外の医療従事者に多大な負担がいったりして

いないかといったところにも視点を向けて調査して課題を見ていただけるという計画でしたの

で、今年度も是非是非この計画に沿って、36 協定の問題ですとか、そのあたりをクリアしながら
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また活動を続けていただきたいと強く感じたところでございます。以上です。 

 

【会長】 

  ありがとうございました。その他ございますでしょうか。 

  それでは次に、３ その他 といたしまして、事務局から情報提供いたします。 

 

４.その他 

【事務局】 

  先ほど、ご質問もありましたことも踏まえて、指定状況についてご説明させていただきます。

資料は３番目の横表になります。 

  １番目ですが、令和５年度中に特定労務管理の対象機関として指定した状況を一覧にまとめさ

せていただきました。表については、21医療圏ごとに医療機関数と指定を受けた水準毎の数字を

入れさせていただいています。医療機関数については、令和５年度中 15医療機関、指定区分で

いきますと１医療機関が１つ２つ、両方指定しているところもありますので、数字自体は一致は

しないのですが、まずはＢ水準といわれる救急医療などの体制を整備するために、960 ではなく

上限を 1,860 時間までに適用にするという水準が 15 医療機関、全ての医療機関でこれを申請し

て指定しているという状況です。 

その横の連携Ｂ水準、これは医師の派遣を通じて地域医療体制を確保するために、やむを得ず

時間外の特例を受ける、1,860 時間を適用するという水準の指定なのですが、これが２医療機関

に指定しております。 

また、Ｃ１水準と言われる臨床研修医、医師の臨床研修と専攻医の先生が資質向上を図るため

に、やむを得ず 1,860 時間までの特例を受けるというところが４医療機関となっております。こ

の細かい中身と実際の医療機関名につきましては、道庁の地域医療課のホームページで医療機関

名までも公表させていただいております。 

例えば、連携Ｂといわれる医師派遣を通じて提供体制確保するための時間外規制・特例という

のが２カ所というのは、北大病院さんと旭川医大さんというようにホームページでも細かく詳細

を掲載させていただいているところです。 

  次に、今後の予定ですが、資料が次のページになります。スケジュールにつきましては、先ほ

ど勤改センターからも報告ありましたとおり、実際に令和６年度に入りまして、やはり特例を受

けることが必要ではないかという部分は、センターの方からも情報共有をしながら必要だと聞い

ておりましたので、年間スケジュールということで、令和６年度も受付期間と指定スケジュール

を区切って年４回を予定しているところです。 

資料戻っていただいて、１枚目の２番目に書いているとおり、第１回目の指定申請につきまし

ては、既に３カ所、札幌圏域、宗谷、釧路圏域の医療機関から、それぞれ既に申請があがってき

ていますので、スケジュールでいきますと、今月中には準備・審査が整えば指定をする予定でご

ざいます。 

また、先ほどセンターから資料１の方で数字が出ていましたが、今年度申請を予定している支

援をしたという機関が６カ所あるという部分が出ていましたので、そのうち３カ所がこちらの資

料３で見せているとおり 3カ所あがってきていますので、支援に対する指定の状況でいきます

と、残り３カ所が今後指定を受ける予定になっています。 

道としても、即情報共有を図りながら、その３カ所について、年間スケジュールのどの時点で

指定を受けられるか、協議会にかけていくかということを調整しながら進めてまいりたいと思い

ます。私の方からは以上です。 

 

【会長】 
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  ただいまの情報提供につきまして、ご質問等ございますでしょうか。 

  全体を通しまして、何かご質問等ございますでしょうか。 

 

【委員】 

  北海道病院協会ですが、今後とも情報提供をよろしくお願いいたします。 

 医療勤務環境改善支援センターには、「医師の働き方改革」をはじめ何かとご支援いただきまし

て本当にありがとうございます。今年の事業計画を拝見しましても、これからも頼りにいたします

のでよろしくお願いいたします。 

 医師に関して一つだけ心配していることは、オンコールが増えて逆に仕事が今までより大変にな

るのではないかということです。病院で当直していたのが全てオンコールになり、手当を与えられ

ない割には縛られる時間が増えるのではないかという点です。 

先ほど心配していましたＩＣＵの件ですが、良いか悪いかは別にしまして当番が研修医で問題な

いとのことです。研修医が院内に待機し、指導医がオンコールとして院外にいることが可能ですの

で、この件で相談が増えることはあまりないのではないかと考えています。以上です。 

 

【会長】 

  ありがとうございます。他ございますでしょうか。 

  それでは質問等ないようですので、以上をもちまして、令和６年度第１回北海道医療勤務環境

改善支援センター運営協議会を閉会いたします。本日はお忙しい中、お集まりいただきまして、

誠にありがとうございました。 


